
在郷町八尾における明治期以降 1960 年代までの社会資本整備過程
- 道路および公共施設における用地確保と関与主体の分析 - 
The Process of Social Infrastructure Development in Yatsuo from the Meiji Period to the 1960s
- Analysis of Land Acquisition and Involved Actors in Road and Public Facility Development -

1. はじめに
　小規模な町場として成立した在郷町（1）においては、近
代以降に整備された社会資本が、その後の町の空間構造を
規定してきたと考えられる。特に、大規模な空間改変を伴
う道路や公共施設の整備は、在郷町の集落構造を大きく変
容させてきた。しかし、在郷町においてこれらの社会資本
がどのように整備されてきたのかについて、実際の整備過
程における用地確保の実態や地域主体の関与のあり方は、
十分に明らかにされていない。一般に、我が国の社会資本
整備は高度経済成長期に大きく進展したとされており、そ
れに至る整備過程を把握することは、その後の空間形成を
理解する上で重要である。そこで本研究は、富山県富山市
の在郷町八尾を対象に、明治期以降 1960年代までの社会
資本整備過程を明らかにすることを目的とする。特に、道
路および公共施設の立地とその変遷に着目し、これらの整
備用地確保の過程と関与主体を解明する。これにより、在
郷町における集落空間の変容要因を、社会資本整備との関
連に着目して検討することを目指す。
　在郷町をはじめとする小規模な町の近代以降の社会資本
整備に関する研究は、戦後に中小規模の都市へと発展した
町を対象としたものが多い。佐藤ら（2001）1）は、近代
蚕糸業地域である埼玉県旧本庄町を対象に、有力な富裕層
の活動が第二次世界大戦前の地域社会の構築と都市空間の
変容に与えた影響を明らかにしている。具体的な主体とし
て、豪商や大地主といった旧来の富裕層に加えて新興富裕
層が蚕糸業の変化とともに台頭してきたことを示してい
る。また中野（2002）2）は、醤油醸造業が発展した千葉
県旧野田町を対象に、在来産業の近代化に伴う都市空間の
変容を分析し、企業が町全体を産業基盤として機能させる
過程において都市整備を主導していたことを明らかにして

いる。以上のように、産業の近代化と都市規模の拡大に着
目し、それを担った主体と関連づけて社会資本整備のプロ
セスを解明した研究が蓄積されている。
　一方で、小規模な町場であり続けた町の近代以降の集落
空間変容に関する研究においては、伝統的な町割や空間構
成の継承、消滅の過程に関心が向けられ、土地所有形態の
分析を通じてその形成原理が明らかされてきた。秋元ら
（2000）3）は、愛媛県内子町内子を対象に、在郷町を面的
に捉えて主要街道に対する町屋敷地の奥行き方向の空間変
化を解明している。北原ら（2019）4）は、陣屋町を起源
とする青森県黒石市の歴史的市街地を対象に、近代以降の
土地取引や土地所有形態の変遷を分析し、大商家の存在と
伝統的な空間構成の存続との関係性を示している。また、
筆者ら 5）は、近世市場町由来の富山県富山市上滝を対象
に、近代以降に出現した都市的空間構成要素の変容に対す
る土地所有形態の影響を分析し、古参大地主や中小地主と
いった主体の関与を指摘しながら、近代の集落空間形成過
程を明らかにしている。しかし、これらの研究においては、
土地所有形態に関連した主体の存在が指摘されているもの
の、それらの主体が具体的にどのように社会資本整備に関
与したのかについては十分に検討されていない。さらに、
在郷町はその成立過程や立地条件、集落形態が多様である
ことから、個別事例に基づく実証的な研究の蓄積が求めら
れる。
　以上を踏まえ、本研究は、地方において小規模な町場で
あり続けた在郷町を対象とし、大規模な産業発展を前提と
しない状況のもとで、いかなる主体がどのように社会資本
整備に関与したのかを解明する点に新規性がある。
　まず、第 2章では、八尾旧町（きゅうちょう）と呼ば
れる 1889（明治 22）年の町村制施行時の町の成立過程
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と、その土地所有の特徴を整理する。第 3章と第 4章では、
社会資本整備の中でも道路整備と公共施設に着目し、それ
ぞれの整備履歴及び用地確保の過程や関与主体の特徴を解
明する。様々な社会資本の中でも、道路及び公共施設は、
在郷町における近代以降の整備に際して用地確保を必要と
したものであり、在郷町内部の空間構造の変容に直接的に
影響を与えることから、本研究の分析対象として選定した。
なお、鉄道や公園も同様の性質を持つと考えられるが、本
研究の対象範囲内では整備が行われなかったため研究対象
から除外した。ここでは、新聞、広報、自治体史等の郷土
文献資料と八尾町議会資料を調査することで、詳細な整備
履歴を把握する。これに加えて、旧土地台帳および公図（和
紙公図及びマイラー公図）の分析を行い、土地の所有関係
および用地確保の履歴を明らかにする。旧土地台帳を用い
た分析の対象期間は、台帳が整備された 1889（明治 22）
年から、台帳記入が確認できた最終年である 1963（昭和 
38）年末までとした。また、大正期の郷土文献及び自治
体史の分析を通して、道路および公共施設整備に関わる主
体の動向を分析する。なお、ここでの分析対象は八尾旧町
の中でも特に公共施設が立地した範囲とし、図 1に示した。
八尾旧町では、現在の住居表示上の町境界と旧土地台帳上
の小字境界が異なるが、本研究では土地台帳を分析資料に
使うため、小字を境界として対象範囲を設定した。最後に
第 6章では、本研究の成果を総括し、在郷町における社
会資本整備の特徴について考察を行う。

2. 在郷町八尾の成立と土地所有の特徴
　八尾は富山市の南西部に位置する。江戸期の八尾の町立
て（2）以前は、八尾村、桐山村、小長谷村という村落があっ
たが、しかし、1631（寛永 8）年の井田川大洪水によって、
八尾下村や八尾西村の耕地の大部分が押し流された。これ
らの村の住民の一部が八尾上村の聞名寺下に移住し、聞名
寺参詣者を客として商売を行うようになり、次第に店や人
手も増して八尾の「町」と呼ばれるようになった。八尾村
肝煎役少兵衛は、八尾村と桐山村を合併して 1つの町を
立てることを企図し、1636（寛永 13）年 2月 16日に八

尾村肝煎役少兵衛と桐山村肝煎役佐五右衛門が町立ての願
書を加賀藩に提出した。同年に、加賀藩から桐山下野村地
内で町立ての許可が下りて東町と西町が創設された。東西
両町の町立てから 40年以上が経過した 1677（延宝 5）年
に、鏡町の町立て願が提出され、以降鏡町、下新町、諏訪
町、西新町・東新町、川窪新町（天満町）、茶畑町（新鏡町）
の順で町が成立した 8）（3）。このように八尾の町は、100年
以上をかけて町立てされた各町によって構成されている点
に特徴があり、今も各町の名称を受け継いでいる。
　1927（昭和 2）年に出版された『八尾史談』には、「昔
は東西兩町を八尾本町と稱し、其他はすべて新町」として
「明治維新の頃迄は新町の者には、居屋敷の外八尾町地内
に於て畑地等の所有権を許さなかつた」こと、「居屋敷で
あっても上新町は奥行き 17間、諏訪町は奥行き 12間と
いった制限が課されていた」ことが記されている。これら
の田畑は、東町及び西町の屋敷の間口に応じて割り当てら
れ、この土地は「引地」と呼ばれていた。さらに、所有権
は居住者ではなく居屋敷の所有者にあったという。すなわ
ち、明治期に入るまで宅地周辺の田畑は、東町と西町の土
地もしくは建物の所有者が所有していたと考えられる。明
治維新後にはこの規約が廃れ、建物と畑地を別に売買する
ようになった。
　また、八尾旧町の「畑地及山地の一部で、東西兩町の共
同所有地が澤山あつた」ことも記されている。この共有地
は「總地」と呼ばれていた。この共有地は明治維新後も東
町と西町の共有財産で有り続けたが、1921（大正 10）年
2月に積立金とともに「区有財産処分」された。処分の内
訳は、5分 8厘が八尾町に寄付され、残る 4分 2厘は東西
の町へ半分ずつ分配された。これらのうち積立金と土地が
それぞれ占める割合は不明であるが、共有地から八尾旧町
の町有地になった畑地や山地が存在したと考えられる。

3. 近代以降の道路構造の変化とその要因
3-1. 明治期の火防小路の切明
　明治期以降火災が頻繁に起こるようになり、火防小路の
必要性が認識されるようになった。これを契機として、各
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表 1　位置を特定できた火防小路の一覧
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図 1　町境界と小字境界及び本研究の対象範囲



町に「小路」と称して通りに直行する小道が設けられたと
いう 9）。江戸期に 3、明治期に 12の小路が設けられたこ
とが記録されている。
　文献資料で確認された小路と住宅地図及び公図、土地
台帳を照らし合わせた結果、大正期までに整備された 14
本の位置を特定した（表 1及び図 2、表中アルファベット
は図に対応）。このうち土地台帳で公有地となった年が判
明したものは 10本である。公有地となった時期は、9本
が前章で記した区有財産処分前の 1899（明治 32）年か
ら 1913（大正 2）年の間で、1本が処分後の 1924（大正
13）年である。すなわち、小路の公有地化は区有財産処
分の 20年以上前から行われていた。なお、1本の小路は
県有地、それ以外の 9本は町有地となっていた。
　次に、これらの 10本の小路の用地提供主体について分
析を行った。公有地になる前年の土地所有は、東町西町共
有（4）が 6本、個人所有が 3本、共有地と個人所有地にま
たがるものが 1本であった。さらに、東町西町共有地とな
る前の所有者の分析を行った結果、これら 6本はいずれ
も個人所有地であったことが確認できた。以上のことから、
小路用地は、個人所有地から共有地を経て公有地化したも
のと、個人所有地から直接公有地化したものが存在したこ
とが明らかになった。登記要因は単に「所有権移転」と記
される筆が多かったが、把握可能な範囲で寄付および売買

の双方が確認された。
　以上の分析の結果、土地台帳で東町西町の共有地が一時
的に存在したことを確認できた。2章の文献の分析では畑
地や山地に共有地が存在したことが記されていたが、地目
が宅地の範囲にも共有地が存在したことが示された。こう
した共同所有の枠組みが、町中の小路整備における用地確
保を可能にする一因となっていたと考えられる。
3-2. 県道拡幅の経緯
　本節及び次節では、第二次世界大戦終戦以降の県道と町
道の整備について、議会資料および土地台帳の分析から、
その経緯と用地取得の実態を明らかにする。これらの道路
整備は、1953（昭和 28）年及び 1957（昭和 32）年に八
尾旧町と周辺の村が合併した旧八尾町（現富山市）の時代
に行われている。本稿では合併後の町を八尾町と記す。
　八尾旧町内の道路整備は、新規道路の整備ではなく、既
存道路の拡幅や改良によって対応されていた。1953（昭
和 28）年時点で、東新町、諏訪町、東町の 3町が街角拡
張計画をたて、議会へ申請して採択済みになっていたとさ
れる 10）が内容は明らかではない。道路拡幅の具体的な動
きは、県道富山八尾線（現在の国道 472号線）の拡幅が
最初期のものであるとみられる。県道が通る天満町、下新
町、今町、東町、上新町、西新町では、1958（昭和 33）
年以降道路拡幅の工事が行われていった。八尾町議会への
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図 2　八尾における明治期から 1960 年代までの道路及び公共施設の整備位置（5）



請願書及び陳情書を分析した結果、八尾旧町内の各町の単
位で請願及び陳情が行われていたことが明らかになった。
以下各町での道路整備経緯を分析する。
　天満町では、交通事故と火災の危険性から全戸 127戸
が八尾町に対して路線拡張工事の陳情書を提出し、これ
を受けて 1950（昭和 25）年 5月に町から県に上申陳情を
行った 11）。しかし県及び町の補償金と工事費の財源捻出
の都合上、1953（昭和 28）年時点で道路拡幅の議論が停
滞していた 12）。西側のみ拡幅する議論を経ながら、最終
的に 1958（昭和 33）年に富山県が補償金 500万円、工事
費 200万円を見積もって、両側民家 5尺ずつを取り壊す
ことが決定した 13）14）。1958（昭和 33）年 7月 10日から
工事が開始され、第 13回国民体育大会秋季大会の開催前
に幅員 6.5mの道路に拡幅することが目指されていた。軒
先を切り落とした民家は「近代的建築様式をとり入れたモ
ルタル塗装に改造」15）され「近代的建築の町並」16）を創
出するとともに、道路拡幅を契機として天満町商店会が結
成された。この後、県道の路面拡張を下新町まで延長する
こと、旧町も路面拡張することが見通されていた。
　天満町から県道が連続する下新町では、拡幅工事が
1959（昭和 34）年以降に開始され、1964（昭和 39）年
時点で約 200mの区間以外は拡幅が完了していた 17）。
　下新町に隣接する今町でも、天満町及び下新町の県道拡
幅工事の完了を受けて、1961（昭和 36）年に道路拡幅の
請願を行っている 18）。
　上新町では、1959（昭和 34）年に上新町区長と上新町
道路拡張委員会委員長らの連名で、県道拡幅の請願書が八
尾町議会に提出された 19）20）。この拡幅工事は、1962（昭
和 37）年に着工し、1965（昭和 40）年には全区間が幅員
7.5mとなって商店や住宅が改装新築された 21）。請願書か
らは、戦後に至るまで道路幅員が明治期のままであったと
いう当時の道路状況を読み取ることができる。
昭和 34年第 3回八尾町議会議案書 請願陳情第四四号
「八尾―大長谷間県道八尾町地内上新町改良工事取拡
め方請願書　我が上新町は、県道八尾―富山、八尾
―切詰、八尾―西松瀬、青島―八尾及び利賀―八尾
の各路線の中枢に位し、八尾町に於ける商店街とし
て第一等地でありまして、自然人馬車輌の往来繁く、
いつも混雑を極めていませう。然るに現在の街幅は
明治三十三年当町大火以来のままにて、今日の進歩
せる交通文化の情況に照して余りにも狭隘なるため
に、交通事故による各種の損害が続発し、関係住民
が大変困って居る有様であります。特に井田川総合
開発の運行に伴って、大型車輌の運行往復は、今後
数倍に達することは、既に御諒承の事と存じますが、
それに因る通行人の危害並びに店舗商品に及ぼす被
害の甚大なる事一同常々心痛して居るものでありま
す。斯くの如き住民の憂慮を速かに除去し、世論の頷
くよう時代の傾向に処すべく、此の道路幅の拡張こ
そ急務中の急務なることを痛感致すものであります。

右関係住民が多年に亘り渇望して止まざる事情特に
御賢察賜り、格別の御詮議を以って昭和三十五年度
に於て、左記の通り地域県道の改良工事を是非共御
施行下さいますよう茲に取拡め関係該当者一同を代
表致しまして請願致します。一、県道上新町地内延
長 四一〇米　二、拡張希望幅員 現状より二、五〇米　
三、取拡め関係戸数　一四〇戸　昭和三十四年八月
二十日　右　富山県婦負郡八尾町上新町 区長 長谷川
勝治 上新町道路拡張委員会 委員長 数納平三郎 石戸
松次郎 外一四九名」

　西新町では、1964（昭和 39）年に区長らの連名で県道
拡幅の請願書が八尾町議会に提出された 22）。当時は県道
224号湯八尾線が開通しておらず、山手側との往来のため
にこの県道の通行量が多かったことが記されている。
昭和 39年第 2回八尾町議会議案書 陳情受理番号 13（受
理年月日 39.6.26）
「県道島地東町線西新町地内道路改良早期実施方につ
いて　西新町区長 武部清治 外 22名　西新町地内県
道は野積、仁歩、大長谷、室牧、山田及び利賀地方
への交易道路として交通量輻輳を極めているところ
であり、大型バスが通ると歩行者さえ通れない狭隘
な状態で危険にさらされているので、同道線区間の
拡巾改良を一日も早く実施していただきたい。」

　東町内の県道拡幅に関する資料は確認できなかった。 
　以上のように拡幅工事が行われてきた県道富山八尾線に
ついて、旧土地台帳と公図を用いて道路用地の分筆や所有
権移転に際しての登記要因を分析した。今回の分析対象範
囲内で 1963（昭和 38）年時点の土地区画を再現した結果、
字東町で 52筆、字鏡町で 2筆、字上新町で 260筆の道路
用地が分筆されたとみられる区画を確認できた。これらの
土地の旧土地台帳の登記を調査すると、全体の 8割以上
を占める 252筆の土地が富山県ではなく八尾町に所有権
が移転されていたことが分かった。この所有権移転は、移
転要因が確認できたものはすべて寄付によるものであっ
た。さらに、旧土地台帳上で追跡可能であった 1963（昭
和 38）年時点までに富山県に所有権が移転した筆は確認
できなかった。
　このことから、当該区間においては、県道でありながら
当初の道路用地の所有主体は町であり、路線の管理主体と
土地の所有主体が一致していなかったと考えられる。この
ような状況は、用地取得の過程において町が主体的に関与
し、寄付の受け皿となっていたことを示唆するものである。
　本節の最後に、1970年代以降に整備された八尾町の都
市計画道路について付言する。1963（昭和 38）年 12月
13日付建設省告示第 3267号により、八尾町域では 8路
線が都市計画決定を受けた 23）。しかしながら、これらの
都市計画道路は主として旧町外に計画されたものであり、
旧町内部には新たな都市計画道路は位置付けられていな
い。旧町付近では、北側段丘下を通過する都市計画道路高
熊井田線が存在し、これは県道湯八尾線の一部に相当する。



路線自体は大正末期には存在していたとされるが 24）、旧
町近接区間の具体的な整備時期については明らかでない。
3-3. 町道拡幅の経緯
　県道拡幅と同時期に、町道の拡幅も行われていた。
　今町と西町を通る西町本通り（現在の市道西町本通り線）
の拡幅工事は、1961（昭和 36）年から 1962（昭和 37）
年にかけて行われた。この道路幅員を 6.5mに広げる工事
に先んじて家屋切取が行われ、1960（昭和 35）年には富
士原医院から水口薬局までの約 130mの区間で道路両側の
工事が行われていた（図 3）25）。なお、この工事に際して、
住民から八尾町に対して土地の寄附願が提出されていたこ
とを確認した。
　上新町と西新町を通る上新町裏通り線（現在の市道上新
町裏通り線の一部）の拡幅工事は、実施された期間は不明
である。但し、現存する公文書 26）27）では 1966（昭和 41）
年から 1968（昭和 43）年に土地の分筆登記が行われてい
たことが記されているため、この前後の時期に工事が行わ
れたと推測できる。また、この工事のために、住民から八
尾町に対して 20件 31筆分の土地の寄附願が提出されて
いたことを同文書から確認した。
　諏訪町を通る諏訪町本通り線（現在の市道諏訪町本通り
線）は、1968（昭和 43）年に延長 450mを幅員 6.5mに
拡幅する請願書 28）が自治会長から八尾町に提出され、議
会で採択されている。しかし、地籍図や現状の道路幅員を
確認した結果、北東側のごく一部の区間のみが拡幅された
とみられる。この要因や経緯は不明であるが、拡幅前の道
路幅員が 3.5-5mと比較的広かったことが一因となってい
る可能性がある。
　以上のように拡幅工事が行われてきた町道について、旧
土地台帳と公図を用いて道路用地の分筆や所有権移転に
際しての登記要因を分析した。今回の分析対象範囲内で
1963（昭和 38）年時点の土地区画を再現した結果、西町
本通りで 163筆の道路用地が分筆されたとみられる区画
を確認できた。これらの土地の旧土地台帳の登記を調査す
ると、163筆すべての土地が八尾町に寄付されていたこと
が分かった。このことは、土地の寄付願が提出されていた

事実と合致する。このように、町道の拡幅は住民から八尾
町への土地寄付によって実現しており、この傾向は県道拡
幅と共通していた。
3-4. 小結
　以上の分析から、八尾における近代以降の道路整備は、
共有地の活用や住民による寄付によって進められてきたこ
とが明らかになった。
　明治期の火防小路の整備においては、個人所有地から共
有地を経て公有地化される過程が確認され、共有地の枠組
みが用地確保に一定の役割を果たしていたと考えられる。
これに対し、戦後の県道および町道の拡幅においては、住
民から八尾町への土地の寄付が広く行われ、町が用地の受
け皿となることで道路整備が進められていた。道路種別に
かかわらず、用地確保は地域住民による土地提供に依拠し
ていたといえる。この時、町ごとに道路整備の請願が行わ
れていたことから、町を単位とした組織での意思決定が発
生していた可能性が示唆される。

4. 公共施設の立地の変化とその要因
4-1. 公共施設の立地とその変遷
4-1-1. 昭和初期までの公共施設の立地
　まず、明治初期に設置された町役場や小学校をはじめと
する公共施設は、寺や個人宅等に設置された後、大正期ま
でに独立した施設が整備された。八尾においては、明治
から大正期にかけて、八尾警察署【1】、八尾郵便局【2】、
八尾町役場【3】、八尾小学校【4】、蚕業学校【5】が設置
された。続いて、大正から昭和初期にかけて、婦人会託児
所と図書館が八尾小学校に併設された。施設が狭隘となっ
たため、託児所【6】は 1935（昭和 10）年、図書館【7】
は 1940（昭和 15）年に独自の施設を確保して移転した。
各施設の番号は、図 2中の番号に対応して施設の立地を
示している。
　これらの立地と土地所有の変遷をみると、施設ごとに
異なる用地確保の過程を確認できる。町役場及び小学校
は、当時の地目が田や畑の土地に新たに建設されていた。 
　分析対象地区内に立地した警察署、郵便局、蚕業学校、
婦人会託児所、図書館について旧土地台帳の分析を行った。
　警察署は、移転翌年の 1894（明治 27）年に 5筆、1904（明
治 37）年に 1筆の土地を県有地化していた。県有地化以
前の所有者はいずれも異なる個人であった。
　郵便局は個人所有の 2筆の土地に立地したが、1941（昭
和 16）年まで土地は公有地化されていなかった。
　蚕業学校は、40筆以上の土地にまたがる大規模な敷地
を有していた。1901（明治 34）年に 43筆が町有地となっ
ており、町有地化以前は東町西町の共有地であったことが
明らかになった。さらに、この土地は共有地となる以前は
柴田又平及び毛利傳三郎の 2名の個人所有であったこと
が確認できた。柴田は製糸業を営む改良社の経営者、毛利
は味噌醸造業を営む実業家であった。彼らの土地が共有地
となった経緯は明らかではないが、蚕業学校用地とするこ

図 3　家屋切取工事中の西町本通り



とを前提に、東西両町の共有地として土地を提供していた
可能性がある。なお、蚕業学校は 1901（明治 34）年に富
山県立農学校の分校として県直轄となったことから、町有
地となった同年に県有地化されこれ以降に追加で土地を取
得している。厳密な敷地境界は断定できなかったが、少な
くとも 1903（明治 36）年に共有地 3筆、1904（明治 37）
年に個人所有地 22筆が県有地となったことを確認できた。
　婦人会託児所は移転時に保育所となったが、移転前後で
4筆の土地を公有地化している。3筆は個人所有の土地（う
ち 2筆は同一人物所有）で、1筆は株式会社黒部銀行によ
る法人所有の土地であった。文献資料では、株式会社黒部
銀行が八尾旧町に立地した事実は確認できなかったことか
ら、この土地は貸地もしくは空地であったと考えられる。
　図書館は、移転前年の 1939（昭和 14）年に 2筆の土地
を公有地化している。この 2筆の土地はいずれも株式会
社第四十七銀行の所有地であった。旧土地台帳からは登記
要因を確認できなかったが、廣島為治が銀行の買収費用を
寄付したとの記述が存在したことから、売買による土地取
得であったと考えられる。
　以上のように、昭和初期までの公共施設の立地過程をみ
ると、施設ごとに異なる用地確保の過程が確認された。町
役場や小学校、蚕業学校のような大規模な施設は、当時の
宅地範囲外縁部の地目が田や畑であった土地に整備され
た。一方で、比較的小規模な施設については、既に宅地化
されていた旧町内で用地を確保していた。この整備過程に
おいては、個人所有地の集約や共有地の公有地化、さらに
は企業所有地の買収など、多様な手法が用いられていたこ
とが指摘できる。
4-1-2. 第二次世界大戦終戦以降 1960 年代までの公共施設
の立地と跡地利用
　第二次世界大戦終戦後に新設された施設は、八尾区検
察庁【8】、八尾簡易裁判所【9】、八尾消防署【2】、八尾
中央公民館【10】である。また、戦前から存在した八尾
郵便局が【11】に敷地を移転している。検察庁と簡易裁
判所は、ともに 1947（昭和 22）年に町役場内に創設され
た。その後、検察庁は 1950（昭和 25）年に、簡易裁判所
は 1952（昭和 27）年に移転した。消防署は、八尾郵便局
が局舎狭隘のため 1949（昭和 24）年に移転した跡地に設
置された。これが文献資料から確認できた最初の公共施設
跡地の利用である。八尾中央公民館は、八尾町合併に伴
い、1953（昭和 28）年に町役場内に設置され、1958（昭
和 33）年に新館を建設した。
　これらの立地と土地所有の変遷を分析した。
　八尾区検察庁は、当時の地目が畑であった八尾町字大唐
田に建設された。
　八尾簡易裁判所は地目が畑や原野の土地に建設された。
敷地境界が明確ではないが、裁判所が立地した位置付近で
1948（昭和 23）年から 1955（昭和 30）年の間に 17筆が
八尾町有地されていたことが分かった。このうち 12筆は
10名による個人所有の土地、5筆は日本加工製紙株式会

社による法人所有の土地であり、いずれも売買によって土
地取得されていた。
　八尾消防署は、八尾郵便局の跡地に建設されたものであ
る。郵便局建設当初は私有地であったが、1941（昭和 16）
年に 1名による個人所有の土地 2筆が売買され八尾町有
地となり、そのまま消防署用地となった。
　八尾中央公民館は、移転前の 1955（昭和 30）年に個人
所有の土地 7筆が売買され、八尾町有地となっていた。7
筆中 4筆は川﨑順二の所有であった。八尾郵便局の移転
先の敷地は、移転前年の 1948（昭和 23）年に逓信省によっ
て買い上げられている。敷地は 2筆にわたっており、1筆
が個人所有、もう 1筆が八尾木材工業株式会社による法
人所有であった。
　以上から、第二次世界大戦終戦以降の公共施設立地にお
いては、個人所有地や法人所有地を対象とした売買による
土地取得が多くみられた。また、郵便局跡地への消防署設
置にみられるように、既存施設の移転に伴う跡地利用が新
たな公共施設立地の契機となっていたことが確認された。
4-2. 公共施設の新設に対する寄付や運動
　文献 29）30）には、八尾尋常高等小学校、富山縣立蠶業學校、
八尾女子技藝學校、八尾町立図書館の設立に際して施設整
備に対する寄付や設立運動が行われたことが記述されてい
る。八尾尋常高等小学校については「設立につき非常に奔
走」した者として 9名、富山縣立蠶業學校については「校
舎新築功勞者に對し、富山縣知事より木杯及賞状を授與せ
られたる者」として 9名、また、小学校に併設して建設
された八尾女子技藝學校については建設に寄付した者とし
て、3名の名前が挙げられている。八尾町立図書館につい

表 2　公共施設整備に関わる寄付や設立運動の主体

施設名

八尾尋常
高等小学校

富山県立
蚕業学校

八尾女子
技芸学校

八尾町立図書館
八尾中央公民館

名前
江本信好 醸造業 ● ●
松本七兵衛 活版印刷業 ●
田中彦次郎
西田兵太郎 売薬業 ●
渡邊宇平 ● ●
松崎玄周 ●
摩島嘉造 医師 ● ●
中村圓四郎 ●
毛利傳三郎 味噌醸造業 ● ●
橋爪治郎作 製糸業 ●
吉友龜三郎 ● ●
廣嶋治平 ●
寺田松次郎 ● ●
林昌作 蚕種製造販売業 ●

同前

同前

●
松本七兵衛
中川藤平
清水安五郎 ●
長瀬修平
柴田又平 製糸業 ●
毛利傳三郎
井登つる
繭山松太郎 骨董商（町外在住）
橋本甚太郎 （町外在住）
廣嶋為治 （町外在住）
川﨑順二 医師

職業 八尾町長 町議会議員



ては、建物を買収、寄付した者として、廣島為治の名前が
挙げられている。また、前節の分析から、公共施設用地を
3筆以上提供していた者として、蚕業学校用地を提供した
柴田又平及び毛利傳三郎、八尾中央公民館用地を提供した
川﨑順二が挙げられる。
　これらの人物について、文献資料 31）32）33）34）35）をもと
に職業及び経歴を参照し表 2に整理した。その結果、重複
を除く全 23名中 9名が実業家であることが判明した。ま
た、八尾町長経験者は 9名、八尾町議会経験者は 12名（重
複あり）にのぼることが分かった。
　すなわち、道路および公共施設整備に対する寄付や設立
運動には、地域の実業家層を中心とした有力者層が関与し
ており、これらの人々の多くは町政を担う主体でもあった。
4-3. 小結
　以上の分析から、八尾における公共施設の整備過程は、
施設規模に応じて異なる傾向が見られた。明治期の町役場
や小学校、蚕業学校といった大規模施設の建設にあたって
は、実業家層をはじめとする有力者が、土地提供と資金的
支援の両面において重要な役割を果たしていたことを確認
できた。これらの大規模施設は当時の地目が田や畑であっ
た土地に建設された。一方、数筆の敷地により構成される
公共施設は、整備時期を問わず、既に宅地であった個人や
法人所有の土地の売買によって用地を取得していた。
　また、第二次世界大戦終戦以降は、既存施設の移転に伴
い発生した跡地を利用した公共施設整備が行われ、既存ス
トックの再編成を通じた空間利用の萌芽が見られたことも
指摘できる。

5. 結論及び考察
　本研究では、在郷町八尾における 1960年代までの集落
空間の変容過程について、道路および公共施設整備におけ
る関与主体に着目して検討した。その結果、八尾における
空間整備は、個人の土地提供と資金的支援を基盤としつつ、
地域内部の主体による町単位での調整を通じて進められて
きた点に特徴があること、及び土地所有や請願書の分析を
通じてその実現のプロセスを明らかにした。
　道路整備においては、明治期の火防小路の整備では個人
所有地から共有地を経て公有地化されており、戦後の県道
および町道の拡幅においては、住民から八尾町への土地の
寄付を通じて用地が確保されていた。時代や道路種別にか
かわらず、個別の土地提供の積み重ねによって道路整備が
必要とされていた箇所の用地確保が行われていたとみられ
る。また、道路は多数の地権者にまたがる線的な空間であっ
たことから、一括的な用地買収が困難であり、その結果と
して寄付を通じた用地確保が中心的な手法となっていたと
考えられる。この道路用地の寄付が成立していた背景とし
て、道路整備が地域全体の課題として認識され、町単位で
の合意形成の枠組みが存在していた可能性を指摘できる。
またこうした町単位の合意形成が 1960年代においても存
続していたことを明らかにした。

　これに対し、公共施設の整備においては、必要とされる
用地の規模および既存の土地利用に応じて、用地確保の手
法が使い分けられていた。明治期の町役場や小学校、蚕業
学校といった大規模施設は、当時の宅地範囲の周縁部にあ
たる田畑に立地し、実業家層をはじめとする有力者による
土地提供や資金的支援のもとで整備されていた。一方、小
規模な公共施設の整備は、既に宅地として利用されていた
土地を購入して用地取得することが可能であった。この結
果、八尾旧町の中心部である東西両町に中心的に施設が
立地する傾向が見られた。公有地化された土地は、その
後も公共施設用地として継承される傾向があることから、
1960年代までの施設配置は、その後の土地利用の方向性
を規定し、八尾における集落空間の構造に長期的な影響を
与えていると考えられる。八尾の場合は北東と南西方向に
1km以上連なる町から形成されていることから、大規模
施設が町の周縁部に配置されたことにより、公共機能が空
間的に分散し、東西両町における中心性は相対的に低下し
たと考えられる。
　本研究では、小規模な町として存続した在郷町において
は、戦後においても、個人からの用地寄付や町単位での合
意形成を通じて社会資本整備が実現していたことを明らか
にした。これにより、産業の近代化や都市規模の拡大を背
景とした整備とは異なる、小規模な在郷町における地域内
の合意形成と私的資源の提供による社会資本整備のあり方
を位置付けた点に在郷町研究としての意義がある。今後は、
他の同程度の規模の在郷町との比較を通じて、こうした社
会資本整備のあり方の一般性について検討を進める必要が
ある。また、各在郷町の成立過程や立地条件を重ね合わせ
て分析することで、各町の近代以降の集落空間構造の継承
と変容の過程を明らかにすることを今後の課題とする。
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補注
（1） 在郷町の定義は法制度や由来に着目したもの等、文献により
様々だが、本稿では「近世農村部の流通結節点として商工業が発
達したまち」を広義に在郷町として定義する。本研究が対象とす
る門前町の他、市場町、港町、温泉町、鉱山町等もこれに含む。
（2） 「町立て」とは町割りを行い町屋敷を建設することを指す。1
農村が町立てを行うためには藩の許可が必要であり、村の有力者
を中心とした住民から藩への請願が行われている場合もあった。
町立ての流れについては、参考文献 2）を参照した。なお、法制
度上町奉行が支配していたか否かは問わない。また、町立て、町
建て、町だてなどの表記があるが、ここでは「町立て」の語に統
一する。
（3） 1664（寛文 4）年に町立てされた南新町は、2年後に取潰し
の命が下ったため記載していない。また、今町は町立て時期が不
明とされているため記載していない。
（4） 土地台帳上は「東町西町共有」「八尾町大字東町西町共有」「八
尾町大字東町大字西町」などの表記揺れがあったが、「東町西町
共有」の語に統一した。



（5） 2020（令和 2）年住宅地図上に、明治期から 1960年代まで
に整備された道路及び公共施設を示して筆者が作成した。
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